
 

 

 

 

第 ７ 回 

 

 

熊本県議会 

 

ＴＰＰ対策特別委員会会議記録 

 

 

平成26年６月23日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所  全 員 協 議 会 室 



第７回 熊本県議会 ＴＰＰ対策特別委員会会議記録（平成26年６月23日） 

 - 1 - 

 

第 ７ 回  熊本県議会 ＴＰＰ対策特別委員会会議記録 

 

平成26年６月23日(月曜日) 

            午後１時29分開議 

            午後２時34分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 （１）ＴＰＰ交渉に関する件 

     ＴＰＰ交渉の現状について 

  （２）付託調査事件の閉会中の継続審査に

ついて 

 （３）その他 

――――――――――――――― 

出席委員(12人) 

        委 員 長 早 川 英 明 

        副委員長 藤 川 隆 夫 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 吉 永 和 世 

                委   員 佐 藤 雅 司 

        委  員 小早川 宗 弘 

        委  員 松 岡   徹 

        委  員 渕 上 陽 一 

                委  員 早 田 順 一 

欠席委員(2人) 

        委  員 山 本 秀 久 

        委  員 村 上 寅 美 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 企画振興部 

         部 長 錦 織 功 政 

政策審議監 栁 田 誠 喜 

      首席審議員兼 

企画課長 小 原 雅 晶 

 知事公室 

政策調整監 白 石 伸 一 

 総務部 

人事課長 青 木 政 俊 

 健康福祉部 

健康福祉政策課長 渡 辺 克 淑 

首席審議員兼         

健康危機管理課長 一   喜美男 

医療政策課長 立 川   優 

国保・高齢者医療課長 大 塚 陽 子 

環境生活部 

環境政策課長 正 木 祐 輔 

くらしの安全推進課長 開 田 哲 生 

商工観光労働部 

総括審議員兼         

政策審議監兼         

商工政策課長 髙 口 義 幸 

産業支援課長 古 森 美津代 

企業立地課長 寺 野 愼 吾 

 農林水産部 

政策審議監 濱 田 義 之 

首席審議員兼         

農林水産政策課長 田 中 純 二 

農産課長 下 舞 睦 哉 

畜産課長 矢 野 利 彦 

林業振興課長 江 上 憲 二 

水産振興課長 平 山   泉 

土木部 

監理課長 成 富   守 

出納局 

管理調達課長 田 上 英 充 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     政務調査課主幹 松 野   勇 

     政務調査課主幹 法 川 伸 二 

――――――――――――――― 

  午後１時29分開議 
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○早川英明委員長 ただいまから、第７回

ＴＰＰ対策特別委員会を開会いたします。 

 それではまず、本日は、本年度最初の執

行部を交えましての委員会でありますので、

一言御挨拶を申し上げたいというふうに存

じます。 

 藤川副委員長とともに、本委員会の円滑

な運営に努めてまいりますので、皆様方の

御協力をよろしくお願いを申し上げたいと

いうふうに思います。 

 ＴＰＰ交渉は、その結果によっては県内

経済などに大きな影響が出ることが予想さ

れることから、県民の不安の受け皿として、

また、国に対しての熊本の意見を集約する

ため、特別委員会を設けて審議を続けてお

るところであります。 

 交渉は最終局面を迎えていると言われて

おりますが、今後いろいろ難しい局面もあ

ろうかと思いますけれども、執行部としっ

かり情報を収集、共有しながら取り組んで

まいりたいというふうに思っておりますの

で、どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

 次に、執行部を代表して、錦織企画振興

部長から御挨拶をお願いします。 

 

○錦織企画振興部長 こんにちは。 

 委員会開会に当たり、執行部を代表いた

しまして一言御挨拶を申し上げます。 

 早川委員長、藤川副委員長を初め委員の

皆様方におかれましては、昨年度から引き

続き、当委員会に付託されましたＴＰＰの

交渉の件につきまして御審議をいただいて

おるわけでございますが、県議会におかれ

ましては、昨年６月、ＴＰＰに特化した特

別委員会を全国で初めて設置され、定例会

だけでなく、有識者を招いての勉強会など

精力的に御活動いただき、改めて敬意を表

します。 

 また、秘密保持協定のため、詳細な情報

提供が政府からない中のＴＰＰにつきまし

て、多くの県民が不安を抱かれる中、今ま

で７回の意見書を提出されたことにつきま

しても、深く感謝を申し上げる次第でござ

います。 

 県では、この問題に関し、昨年３月の安

倍総理のＴＰＰ交渉参加表明を受け、知事

を本部長とした情報連絡本部を直ちに設置

いたしましたが、閣僚会合など主だった動

きの後で開催される政府の説明会への出席

など、可能な限りの情報収集を行い、庁内

で情報連絡会議を開催し、情報共有等に取

り組んでおります。また、本年３月27日に

は、県議会議長とともに蒲島知事が、国民

に対し十分な情報を提供することなどを国

に要望してまいりました。 

 本年度第１回となります本日の委員会で

は、ＴＰＰ交渉の現状について御報告申し

上げます。 

 報道によりますと、来月はカナダで首席

交渉官会合が開催されるようでございます。

交渉は最終局面とされておりますが、関税

率の議論を含みます市場アクセスのみなら

ず、知的財産、国有企業、環境などの分野

でも難しい論点が残っているようでありま

すし、今後の見通しにつきましては、米国

の中間選挙の影響もあるように聞いており

ます。 

 こうした中、今週26日木曜日には、政府

の担当者を講師といたします説明会を開催

する予定でございます。執行部といたしま

しても、県議会の皆様と連携をとりながら

精いっぱい頑張ってまいりたいと思ってお

りますので、皆様の御指導のほどよろしく

お願い申し上げます。 

 

○早川英明委員長 次に、執行部関係部課
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職員の皆さん方の自己紹介を順次お願いし

ます。 

（政策調整監、人事課長～管理調達課

長の順に自己紹介) 

○早川英明委員長 それでは、審議に入り

ます。 

 まず、執行部からＴＰＰ交渉の現状につ

いての説明の後に、一括して質疑を受けた

いというふうに思います。 

 では、説明をお願いします。 

 

○小原企画課長 企画課の小原でございま

す。 

 本日は、２月議会以降のＴＰＰ協定交渉

をめぐる主な動きなどについて御説明させ

ていただきます。 

 資料をめくっていただき、１ページ目を

ごらんください。 

 まず、ＴＰＰ交渉をめぐる最近の主な動

きについて御説明させていただきます。 

 なお、四角で囲んでおります第５回の本

委員会開催の後、３月17日に第６回の委員

会が開催されておりますが、記載しており

ません。御了承ください。 

 アンダーラインを引いております２月議

会以降の動きを主に説明いたします。 

 ４月23日にオバマ米大統領が訪日しまし

て、翌24日に日米首脳会談が行われました。 

 次に、５月12日から首席交渉官会合がベ

トナムで開催され、その下の行になります

が、19日から閣僚会合がシンガポールで開

催されております。 

 この一連の日米協議と閣僚会合の結果に

つきましては、６月２日と６月６日に政府

による説明会が東京で開催されております

ので、この後説明させていただきます。 

 続きまして、２ページ及び３ページをご

らんください。 

 ２ページと３ページ目は、県議会並びに

執行部の主な取り組みを振り返り、時系列

的にまとめた資料でございます。 

 平成22年度から平成25年度までの間に、

太文字の部分でございますが、県議会にお

いて７回の意見書が提出されております。

また、議長と知事による政府への要望が２

回行われております。 

 ３ページのアンダーラインを引いている

ところが、ことし２月議会以降の主な動き

でございます。 

 ３月17日に意見書が可決、３月27日に議

長と知事により要望活動が行われておりま

す。６月13日には、庁内でＴＰＰ協定に係

る情報連絡会議を開催しており、交渉の現

状について、庁内で情報共有を図ったとこ

ろでございます。 

 最後の行は予定になりますが、６月26日

には、内閣官房ＴＰＰ政府対策本部の担当

官――内閣参事官級を予定しておりますが、

この方を講師とする説明会を県主催で開催

いたします。 

 ＴＰＰ交渉の現状について、県民への情

報提供はもちろんでありますが、後ほど御

説明します７月の首席交渉官会合を控えた

この時期に、直接政府の担当官を前に地方

の意見を伝える場にもなるかと考えている

ところでございます。 

 続きまして、４ページをごらんください。 

 ここから資料が縦になります。申しわけ

ございません。 

 ４ページは、先ほど申し上げた、３月27

日に内閣府と農林水産省に提出した要望書

でございます。 

 下の部分、記以下に書いてございますと

おり、１、農林漁業者が抱いている強い不

安を取り除くためにも、農林漁業者が豊か

さを実感し、誇りや夢を持てるような我が
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国の農林水産業の将来ビジョンを明確にし、

その具体化に必要な対策や財源を早急に示

すこと、２、国民に対する十分な情報提供

に努め、我々農業県のように不安の大きい

地方の意見に十分配慮すること、この２点

に留意し、ＴＰＰ協定への加入の是非を判

断するよう要望してまいりました。 

 資料をめくっていただき、５ページをご

らんください。 

 ５ページから10ページまでが、６月６日

に東京で開催された都道府県を対象とした

政府説明会の資料でございます。本県から

は、東京事務所職員が出席しております。 

 ５ページの３つ目の丸のところですが、

議事次第に書いてあるとおり、政府からＴ

ＰＰ交渉の状況について説明があり、その

後、意見交換が行われました。 

 ４つ目の丸の資料２のところに、共同プ

レス声明、ＴＰＰ閣僚会合(仮訳・原文)と

書いてありますが、原文、これは英語で書

かれているものでございますが、本日の資

料には原文はつけておりませんので、御了

承ください。 

 また、政府の説明会では、日米協議から

時系列で説明されたため、本日の委員会も

時系列で説明させていただきます。 

 この後の御説明の順に従って、まず資料

の部分ですが、資料３、ＴＰＰ交渉におけ

る日米協議の現状、次に、資料４、日米共

同声明(ＴＰＰ部分)、次に、資料２、共同

プレス声明、ＴＰＰ閣僚会合、最後に、資

料１、シンガポール閣僚会合の結果概要の

順番に資料をつけております。この点につ

きましても御了承ください。 

 続きまして、６ページをごらんください。 

 東京で行われました日米首脳会談と閣僚

協議を、日米協議の現状として内閣官房Ｔ

ＰＰ政府対策本部がまとめたものです。 

 当日の説明会冒頭、内閣官房の担当官か

ら、さまざまな報道が乱れ飛び、御心配さ

れたのではないかと思う、国会でも、この

件に関して一体どうなっているんだという

質問を何度もいただいたので、きちんと説

明したいとの挨拶がありました。 

 下の１つ目の丸のところをごらんくださ

い。 

 日米両国は、４月23日から25日の３日間

にわたり、日米間の残された課題について、

集中的に協議がなされました。議論の中心

になっているのは、いわゆる農産品の重要

５項目と自動車であることを、政府参考人

が国会で答弁しています。 

 ４月に入ってから、甘利大臣と米国通商

代表部、ＵＳＴＲのフロマン代表との間で、

延べ42時間協議しているとのことです。 

 丸を１つ飛ばしていただいて、３つ目の

丸のところをごらんください。 

 両首脳からは、今回の首脳会談を一つの

節目として、日米間の懸案を解決するため、

甘利大臣とフロマン代表の間で交渉するよ

う指示がありました。 

 ４つ目の丸をごらんください。 

 この指示を受けまして、アンダーライン

ですが、日米の重要な懸案について道筋を

確認したとのことです。 

 最後の丸のところですが、アンダーライ

ンのところでございますが、他の参加国と

の協議を日米が連携して加速していくとの

ことです。  

 資料をめくっていただき、７ページをご

らんください。 

 ４月25日の日米共同声明のＴＰＰ部分で

ございますが、政府の担当官からは、実際

のところは日米で合意した内容はこれがあ

る意味全てであり、この一連の協議につい

て、実質合意や、牛肉が何％、豚肉の差額
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関税が何円になるという報道がありました

が、これらの報道については、事実に即し

たものではないということを明確に申し上

げていると説明がありました。 

 憶測報道があった理由については２つあ

り、本文６行目のアンダーラインですが、

必要な大胆な措置をとることにコミットし

ているという部分ですが、コミットは直訳

で約束という意味ですが、日本が譲歩して

いるように捉えられたこと、もう一つは、

下から４行目のアンダーラインの部分、両

国は全てのＴＰＰ参加者に対し、協定を妥

結させるため、可能な限り早期に行動する

ことを呼びかけるの部分が、日米が事実上

合意しているからこそ、他国に急ぐよう呼

びかけると捉えられたことだそうです。 

 最初の文章につきましては、ＴＰＰ交渉

そのものが21世紀に係る野心的な交渉であ

って、物品だけではなく、サービス分野や

知的財産分野など、さまざまな分野につい

て、場合によっては大胆な措置を各国がと

ることを期待するものであるので、そうい

う交渉に日米が既に参加していること自体

が大胆な措置をとることにコミットしてい

るということであって、日米がこれから大

胆な措置をとろうということを新たに約束

したということではなく、現状をそのまま

書いたものということだそうです。 

 ２つ目は、日米が、２月の閣僚会議のと

きまでは、お互いの立場を主張してほとん

ど進展していなかったため、ルールの分野

を含めて議論がかなり停滞していたが、今

回は、具体の数字について合意はしていな

いが、尐なくとも妥結に向けて大きく動き

出したということで、ほかの国に対しても、

日米は動いているから議論を進めてくださ

いということを日米が呼びかけようという

ことであって、必ずしも合意したから呼び

かけるということではないそうです。 

 日米協議の結果につきましては、中ほど

の点線アンダーラインにもありますが、Ｔ

ＰＰに関する重要な道筋を特定したという

部分が全てということだそうで、政府は、

進展以上、合意未満と説明しています。進

展はしたが、合意には至っていないという

ことは、米国通商代表部のフロマン代表も、

米議会で宣誓して証言しているとのことで

す。 

 その中身につきましては、甘利大臣は、

記者会見などで方程式の合意と表現されて

おりますが、この方程式とは、最終の関税

率、セーフガード、引き上げ年数など、数

字以外のさまざまな要素を含めてのパッケ

ージで決めるということと、農産物、自動

車を含めて全体をパッケージとして決める

ということだそうで、最終的に日米が合意

をするためには、どういう構成要素につい

てパッケージで合意しなければならないか

ということについて、共通の認識を得たと

いう趣旨との説明がありました。 

 ４月に行われた日米協議の結果は以上で

ございます。 

 続きまして、右側の８ページをごらんく

ださい。 

 ５月19日と20日にシンガポールで行われ

た閣僚会合で発表された共同プレス声明の

仮訳ですが、この閣僚会合の概要は、続く

９ページと10ページで説明していますので、

説明は省かせていただきます。 

 資料をめくっていただき、９ページをご

らんください。 

 ＴＰＰシンガポール閣僚会合の結果概要

について、内閣官房ＴＰＰ政府対策本部が

まとめたものでございます。 

 一番上の丸をごらんください。 

 この会合には、甘利経済再生担当大臣が
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出席されました。 

 ２つ目の丸をごらんください。 

 今回の閣僚会合の目的が書かれておりま

す。日米協議の進展を踏まえ、各国間の２

国間交渉を加速し、閣僚間で交渉全体の進

捗を評価することを目指し、市場アクセス、

ルール双方で残された論点について交渉が

前進するよう、全体会合で議論を行ったと

書かれています。 

 ことしの３月10日の本委員会では、次に

閣僚会合をやるときは最後の結果を開く段

階という政府からの説明を御紹介しました

が、今回は、日米協議の進展を各国に説明

して、交渉を早く前に進めようということ

を各国で確認することと、事務方が議論を

積み重ねた状況を確認することのこの２つ

の理由により開催されたという説明があり

ました。 

 結果につきましては、アンダーラインが

あります３つ目の丸のところをごらんくだ

さい。 

 今後の作業については、分野ごとに、事

務レベルで決着すべき論点、閣僚レベルで

決断すべき政治的課題に仕分けをし、交渉

官にしっかりとマンデート、直訳すると委

任された権限という意味ですが、このマン

デート、事務レベルに権限を与えて交渉を

させ、さらに、７月に首席交渉官会合を開

催するよう指示を出したそうです。 

 補足として、閣僚レベルで決断すべき政

治的課題が相当絞り込まれた時点で閣僚会

合を開催するというイメージであり、それ

がいつかは首席交渉官会合をやってみない

とわからないため、次の閣僚会合がいつか

触れていないとの説明がありました。 

 なお、この首席交渉官会合は、７月３日

から12日まで、カナダ・バンクーバーで開

催を調整中との報道があっております。 

 次に、４番目の丸のところをごらんくだ

さい。 

 参加12カ国のうち、都合が悪くて閣僚が

参加しなかった３カ国を除いた８カ国と２

国間の協議を行ったそうです。 

 ５番目の丸をごらんください。 

 市場アクセスについて、各国が２国間交

渉を行い、実質的な協議を進めたそうです。

担当官からは、それまで日米交渉を様子見

していたアメリカ以外の国との間で、

100％の関税撤廃を目指すとされていたニ

ュージーランドを含めて、事務方による協

議を進めるということに合意できたという

ことが進展ではないかとの説明がありまし

た。 

 右側の10ページをごらんください。 

 一番上の丸でございますが、アンダーラ

インを引いております。ルール分野では、

知的財産、国有企業、環境、この３つにつ

いてさらなる議論を行っていくそうです。

この知的財産、国有企業、環境が３大難航

分野だそうです。 

 知的財産につきましては、かつてたくさ

んあった論点は絞り込まれてはいるが、著

作権や医薬品のデータ保護期間など、残さ

れた論点が非常に難しい判断を要するので、

議論がややストップしている状態という説

明がありました。 

 国有企業につきましては、一定の規律を

かけることは皆同意はしているが、具体的

な話は、各国の実情に合わせてこれから議

論されるとのことでした。 

 環境につきましては、日本に関係する各

論はほとんど終わっているが、総論の部分

で書きぶりが議論されているとの説明があ

っております。 

 それ以外のルール分野についても、100

以上の論点が残っており、早く事務方で詰
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めて閣僚レベルに上げるものを減らす努力

をしないと、閣僚が判断できないというの

が合意事項という補足説明がありました。 

 次に、２つ目の丸をごらんください。 

 日米間では、全体会合の前に甘利大臣と

フロマン代表が会談を行い、アンダーライ

ンにありますように、日米間の懸案の解決

に向け、事務レベルで引き続き折衝を続け

るそうです。 

 政府の説明では、資料に書いてないこと

として、甘利大臣の記者会見を引用されま

した。甘利大臣は、閣僚会合で、例外はゼ

ロと言い続けても、いつまでもまとまらな

いので――この場合のゼロとは、全ての物

品の関税撤廃の意味だと思われますが、お

互い譲れない部分があることを認め合って、

尊重し合わないとまとまらないということ

を発言され、多くの国が賛同し、共通認識

が得られたとのことです。 

 また、日米の状況につきましては、５月

末と６月に日米で事務協議が行われ、結果

は一進一退とのことでした。 

 最後の丸印をごらんください。 

 ２月の閣僚会合の報告と同じですが、交

渉は最終局面を迎えており、我が国として

は、早期妥結に向け、引き続き関係国とと

もに最大限努力していくと政府は報告して

います。 

 政府担当官の説明によりますと、いよい

よ詰めの議論をしなくてはならないという

ことになると、お互いの立場がまた鮮明に

なるということで、交渉はさらに難しくな

るとのことでした。 

 ５月に開催されたＴＰＰ閣僚会合の結果

は以上でございます。 

 最後に、11ページをごらんください。 

 さきに委員の皆様方に御案内しておりま

したＴＰＰ協定に関する説明会について、

改めて御説明を申し上げます。 

 今週木曜日、26日の午後１時半から、熊

本市内のホテルで開催することとしており

ます。現在、この委員の先生方を含めまし

て、約300人ほどの申し込みがあっており

ます。短い募集期間にもかかわらず、ＴＰ

Ｐについての県内の関心が高いことがうか

がえます。 

 報告資料の説明は以上でございますが、

最後に、資料に反映はしておりませんが、

昨日22日に複数の新聞報道でありましたオ

バマ米大統領の発言について御紹介します。 

 オバマ米大統領は、20日に――先週金曜

日です。ワシントンでニュージーランドの

キー首相と会談し、11月のアジア訪問まで

に、米議会などに示せるものを用意し、妥

結に向けた議論ができるようにしたいと述

べたそうです。 

 示せるものとは、合意に向けた文書案と

思われますが、大統領が具体的な交渉日程

に言及をしたのは初めてとのことです。 

 なお、11月10日から11日までには、北京

でＡＰＥＣの首脳会談が予定されておりま

す。 

 米国は、11月４日の中間選挙前には、米

議会との関係から妥協はできないものとの

報道もあっていますが、中間選挙後に文書

案を示して国内の支持を取りつけるという

日程を示したことになります。  

 ただし、ただいま御説明したとおり、政

府の説明会では、日米の関税交渉などは、

重要５項目など協議中であり、妥結のめど

が立っているわけではないので、交渉の早

期妥結を目指す方針を示すことで交渉を前

進させる狙いがあるのではないかとも思わ

れます。 

 説明は以上でございますが、引き続き県

議会の皆様とも連携しながら、情報収集や
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政府に対する要望活動等を行ってまいりた

いと考えておりますので、よろしくお願い

いたします。 

 以上でございます。 

 

○早川英明委員長 以上で執行部からの説

明が終わりましたので、これより質疑に入

ります。 

 何かございませんでしょうか。 

 

○鬼海洋一委員 今報告をいただきました

が、報告の中でもありましたように、例え

ば関税率をぐっと引き下げて、最終的には

その数字で合意するんではないかという、

そんな報道が出てきておりまして、心配し

ておりましたが、全くそういうことではな

いというお話をいただきまして、安心しま

した。 

 26日にまた来られると思いますから、そ

の中でもお互い意見交換ができるように、

ぜひ担保いただければありがたいと思いま

す。 

 

○早川英明委員長 ほかにございませんか。 

 

○西岡勝成委員 ＴＰＰに関しては、農業

者と水産は随分、同じ反対でも温度差があ

るような感じがするんですね。というのは、

水産物はかなり関税は下げていますし、そ

んなにかかってないと思うんですけれども、

ＴＰＰが仮に関税がゼロになった場合に、

水産物はデメリットとメリットと両方ある

と思うんですよ。かなり輸入もいろいろあ

っていますし、餌料とかそういうものも。

その辺はどういう捉え方をしたらいいんで

しょうか。 

 

○平山水産振興課長 水産振興課でござい

ます。 

 現在、水産物に関しましては、ＴＰＰ参

加国の中では、主な輸入をしている国はご

ざいません。日本の場合は、特に中国、韓

国からのノリがＩＱ枠で入っておりますが、

ＴＰＰ交渉には現在両国は入ってございま

せんので、その点での直接的な影響という

のは今のところないのかなと。ＴＰＰの交

渉が成立した場合は、輸出についてはかな

り優位になってくるのかなという感じがい

たしております。 

 現在、国の試算を本県の水産物にそのま

ま数字を持ってきた場合の前提でございま

すけれども、アジで約0.8億円ですとか、

イワシが一番大きくて4.1億円といった程

度の減尐が見込まれるといった試算はござ

います。 

 ただ、前提といたしまして、加工向けが

中心でございますので、本県、特に生鮮物

が多うございますから、最悪の場合でこの

程度の減尐が見込まれるというところかな

と思っております。 

 

○西岡勝成委員 ということは、もうほと

んど水産に関しては関係はないというよう

な感じですよね。 

 

○平山水産振興課長 現状では、特に輸入

の多い中国、韓国がこのＴＰＰに参加して

ないということで、影響は極めて小さいの

かなという感じがいたしております。 

 

○早田順一委員 今の説明を聞かせていた

だきまして、毎回、国の情報というと、曖

昧というか、まだはっきりしてないような

言い回しで、県としてもそういう話しかで

きないんだろうというふうに思いますけれ

ども、ＴＰＰ協定に係る情報連絡会議とい
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うのを熊本県で立ち上げられて、国に対し

ての情報提供の呼びかけ、あるいは県民に

対して国の情報をいろんな形で流しておら

れるんじゃないかなというふうに思ってお

りますけれども、ただ、テルサとかで３月

もありましたし、今度もまた６月26日にあ

りますけれども、それに参加される方を見

ておりますと、やっぱりどうしても公務員、

それから各種団体の方々、まあどうしても

昼間ですから仕方ないんだろうなというふ

うな思いがありますけれども、果たして県

民に対して――このＴＰＰに対していろん

な不安があられると思うんですよね。だか

ら、今されているのは、ごく一部の意見じ

ゃないかなというふうに思いますけれども、

幅広くやっぱり県民の声をリサーチする必

要が私はあるんじゃないかなというふうに

思います。  

 これから、交渉が煮詰まっていくにつれ

て、いろんな数字的なものも出てくるだろ

うというふうに思います。そういった中で

も、さらに熊本は農業県でありますので、

５品目に対しても、直接生活にかかわる人

たちなんか、とても不安に思われていると

思うんですよね。 

 だから、そういう方たちや県民に対して、

意見を募集する窓口、そういったものを設

けてもらって、要所要所で意見を集約する

ことを県としてぜひやっていただきたい。

それを、県民の尐しでも不安解消になるこ

とと、その政策に結びつける、そういった

ことをぜひやっていただきたいと思うんで

すけれども、いかがでしょうか。 

 

○小原企画課長 今、早田委員の御意見で

は、県のほうからも積極的に正しい情報を

お伝えして、県民の声を聞いてみてはとい

うお話でございました。 

 いずれにせよ、この情報源というのが、

私たちも持ってございません。ということ

で、その意見を聞くことによって、何か返

せるものがあるかというと、これまた国の

ほうから持ってくるしか方法がないのでご

ざいまして、国の説明会等では――今ホー

ムページを内閣府のほうで非常に詳しいの

を立ち上げてございまして、これにつきま

しては、常に最新の情報を載せているとい

うことでございますので、前回の３月の委

員会でも、こちらで御報告したのも、その

ホームページからの内容を説明させていた

だいたということで、これが今のところは

一番正確な情報だということで、こちらの

ほうをごらんいただけるように、県のほう

のホームページからリンクを張るとか、そ

ういうことは可能だと思いますけれども、

そういうことで対処していきたいというふ

うに考えてございます。 

 

○早田順一委員 言われていることはよく

わかるんですけれども、ただ、今大詰めに

なってきて、関税も、段階的にですよね、

なったとしても。段階的にだんだん減らさ

れていきます。だから、今後、県として、

幅広く――団体とか限られたところだけじ

ゃなくて、県民に幅広く情報を――どうい

う不安を持っておられるのかというを、や

っぱり熊本県としても知っておく必要があ

ると思うんですよね。だから、そういう作

業というか、まあ手間かもしれませんけれ

ども、県民の声をより多く聞く体制という

のは、ぜひとっていただきたいと思うんで

すけれども。 

 

○錦織企画振興部長 早田委員御指摘の点

も、一理あると思っております。やはり、

我々執行部も十分な情報がない中で、それ
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以上に県民の皆様方は、大変日ごろ不安に

思っていらっしゃるという、そのお気持ち

は大変よくわかります。 

 一方で、情報がない中で、執行部のほう

から、ＴＰＰが今度来るけれども、皆さん

心配ではありませんかと聞いていくことが、

逆に不要な不安を呼び起こす、このリスク

もあろうかと思っております。 

 当面は、まずしっかりした情報がないも

とでは、余りそういったことをとるべきで

はないのではないかというのが私の思いで

ありまして、むしろ日々各地域の県民の

方々と情報交換なり、あるいは皆さんの意

見を酌み取られることに精通していらっし

ゃいます県議会の先生方を通じて、その地

域の総体としての意見を伺うことで、今後

の対応に生かしていきたいと思っておりま

す。 

 以上です。 

 

○早田順一委員 でも、それぞれの会場で

説明会をされますよね。そのときに、アン

ケート調査とかもとられているじゃないで

すか。アンケート調査をですね。それもホ

ームページにいろいろ出ていますけれども、

これに関しても多分――まあ、一部じゃあ

るかもしれぬけれども、大体は総意してい

るかなというふうな思いはあります。しか

しながら、私は、やっぱり県民の声という

のがどういう声があるかというのは、県庁

として、熊本県として必要じゃないかなと

思うんですけれどもね。だから、その辺は

検討していただければと思いますが。 

 

○早川英明委員長 コメントはありますか。 

 

○錦織企画振興部長 どういう形で県民の

皆様の御意見を伺うことができるのか、そ

れがどういうタイミングなのかという点に

つきましては、早田委員の御指摘も踏まえ

た上で、将来的な課題として考えていきた

いと思っております。 

 

○早川英明委員長 ほかにございませんか。 

 

○鬼海洋一委員 部長がおっしゃったよう

に、そういうことだとは私も思います。そ

れゆえに、非常に今無力な思いをしている

わけですけれども、今情報としてわかって

いる範囲で、例えば市場アクセスの問題で

すよね。医療だとか、食料品等の安全基準

の問題だとか、こういうことの議論がどの

程度進んでいるかということはわかります

か。 

 

○小原企画課長 それぞれの各分野の進捗

状況ですけれども、具体的な交渉はもちろ

ん明らかになってはいないわけですけれど

も、やはり特に日米との交渉が中心となっ

ていまして、２月までは、これまでの米な

どの重要５項目の関税を守りたい日本と、

自動車、それからトラックの関税を守りた

い米国との交渉は平行線であったと。特に

米国では、牛肉、豚肉の関税を強く求めて

いる立場であるということでございます。 

 また、４月以降の日米協議では、数字と

して決まったものはないが、セーフガード、

それから引き上げの時期などを組み合わせ

た、先ほども御説明しましたように、その

方程式で、関税の率だけではなくて、セー

フガードで引き続きあわせてそのパッケー

ジで決めていこうということで合意したと

いうふうに説明は聞いてございます。 

 また、５月の閣僚会議では、甘利大臣が

各国の大臣と２国間協議を行った結果、こ

れまで日米協議を様子見していた米国以外
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との各国とも２国間協議が進んでいるとい

うことの説明を聞いております。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 それ以上のことはお互い

に知り得る手段がないとすれば、まことに

残念だと思います。 

 ただ、交渉の経緯を見てみますと、非常

に不安に思いますのは、何かアメリカの一

つの州になるみたいな、決着はそういう状

況になってもらったら困るなという思いが

いたしておりまして、ここで言っても仕方

のない話ですけれども、できるだけ交渉の

経過がわかればお示しをいただきますよう

に、改めてお願いしておきたいと思います。 

 

○城下広作委員 このＴＰＰ問題は、いわ

ゆる政府が主導してやるから、県としては

あんまり手出しができない、ただ、我々は、

意見書として、しっかりこういう問題があ

るからということで随時やってきているわ

けですね。 

 ただ、こうやって論議するのは、いわゆ

る関税が、例えば何％になるよと、撤廃さ

れるとなれば、本県の部分では、こういう

分野でこういう影響があるよと、その予防

線をまず張っておくとか、そうなった場合

にはどう対応していくかということを考え

ることが大事な部分になると思うんですよ。

そういう意味で、情報とか、できるだけや

れるものだったらそれはやらなきゃいけな

いという早田先生の話だと思うし、我々も、

関税が完全に撤廃されたら、こういう分野、

例えば豚肉とかそういう鳥とか、こういう

のはどう、今経営されている熊本県の経営

者の方は、それを前提として、今後自分の

経営をどうやっていくかということを早目

に考えておかなきゃいけない、そうなる場

合もありますよという整理だと思うんです

よ。 

 だから、大事なのは、今後、結果あった

らどうやって対応するかということをここ

でしっかりと考えなきゃいけないし、それ

ができるだけ早く流れがわかればやってい

きたいという意見だったというふうに、

我々もそうだと思います。 

 それと、農業だけではなくて、医療とか

いろんな分野、産業の分野も、これも全く

システムがあちら側のシステムに変えられ

ると、我々は、恐らく今の制度、生活の中

でもかなり戸惑う部分があるだろうと。こ

ういう想定されるものを、できるだけとい

うか、わかりやすく教えるということもま

た考えられるんじゃないか、提供すること

を整理してやる必要があるんじゃないかと

いうことが、どちらかといえば求められて

いることだと思いますので、その辺は我々

も一緒になってやっぱり――恐らく条件的

にはかなり日本が、ある意味ではのみ込ま

なきゃいけないような形になると思います、

状況の中では。 

 そういうことを踏まえながら、我々も、

どれだけ覚悟しとかないかぬかなというこ

との今後は論議というか、予備知識、また

心構えというのが大事になる委員会ではな

いかなと思って。後のほうが大事になるか

なと、今感じがしております。どうなんで

しょうかね。 

 

○立川医療政策課長 医療政策課でござい

ますけれども、お２人の委員から医療とい

うお話がございましたので。 

 これは既にこの委員会で説明があってい

るかもしれませんけれども、ＴＰＰの交渉

の俎上では、公的医療保険制度のあり方そ

のものについての議論等は対象になってご
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ざいません。そういうことで、今日本が誇

る国民皆保険につきましては、この制度を

揺るがすことがないというふうにはっきり

国のほうでは、ホームページでも言い切っ

ております。 

 また、医療ということで、医師、それか

ら看護師資格の相互認証というようなこと

につきましても、議論はしていないという

ことが書いてありますし、あわせて、質の

悪い医師とか看護師が入国しやすくなるこ

とはないと、これもはっきりこういう言葉

でホームページにも書いてあるところでご

ざいます。 

 医療につきましてちょっとお話が出たの

で、参考までに申しました。 

 

○城下広作委員 それと、やっぱり根本的

には、ＴＰＰが交渉がどうなろうとこうな

ろうと、日本の自給率というのは絶対上げ

なきゃいけないというのは、これはもとも

と食料の自給率は上げなきゃいけない。こ

れは、この部分でしっかりと頑張っとかな

いかぬですね、やっぱり。仮に関税がどう

だこうだから負けるから、全部輸入しなき

ゃいけなくなった、安いのが入るというよ

りも、それは別次元として、日本は、日本

の食料自給率は上げるということはずっと

考えていかないけないことだから、この辺

は状況関係なしに、農業分野ではしっかり

頑張っとかないかぬという部分になると、

絶対外国に依存だけというのは大変厳しい

状況になるから、この辺は意識はしっかり

持っておきたいなというふうに思いますけ

れどもね。 

 

○田中農林水産政策課長 農林水産政策課

でございます。 

 国のほうの試算でも、この前、自給率の

ほうが、現在約40％ぐらいが27％ぐらいに

下がるだろうというような試算があってい

ます。 

 農業分野については、今交渉がどういう

状況にあるかわかりませんけれども、強い

農業をつくるということが、国際競争にも

勝つ、自給率を保つということで、例えば

農地の集約とか、あるいは強い、優秀な農

産物をつくるとか、そういうところで強い

農業づくりを進めていくことが、ひいては

自給率を高めるということになりますので、

それについては、ＴＰＰあるなしにかかわ

らず、一生懸命頑張って取り組んでまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○早川英明委員長 ほかにございませんか。 

 

○松岡徹委員 このＴＰＰ対策の特別委員

会の、何というかな、審議の確度ですね。

それから、執行部の報告の確度について、

まずちょっと述べたいんですけれども。 

 熊本県議会で全会一致で採択した意見書、

３月17日付の。そこでは、１として、米、

麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物

云々と、要するに党の問題で、昨年４月の

衆議院及び参議院の農林水産委員会におけ

る決議を遵守し、国益を守り抜くことと、

こういうようになっているんですね。これ

が一番この意見書の柱だと思うんですよ。 

 それで、国会決議はそれじゃどうなって

いるかというと、いわゆる米、麦等の農林

水産物の重要品目について、除外または再

協議の対象とすること、10年を超える期間

をかけた段階的な関税撤廃も含め認めない

ことと、こういうふうになっているんです

ね。情報を開示することとか、そして最後

のところでは、農林水産業、関連産業及び



第７回 熊本県議会 ＴＰＰ対策特別委員会会議記録（平成26年６月23日） 

 - 13 - 

地域経済に及ぼす影響が甚大であることを

十分に踏まえて、政府を挙げて対応すると、

いわば決議の内容についての交渉いかんに

よってはですね。こういうふうになってい

るんですよ。 

 それで、いろいろ報道されて、まあ情報

があんまり伝わらない問題はあるけれども、

報道されている中身を個別的に、また総合

的につないでいくと、結局はここで言うと

ころの、８番目の交渉の帰趨いかんでは、

言うならば重大な決議に政府を挙げて対応

すると、こういうふうな中身ということじ

ゃないんですか、実際上の日米交渉にして

も、ＴＰＰの協議にしても。その点はどう

なんですか。 

 

○錦織企画振興部長 御趣旨が、ちょっと

もう一度明らかにしていただけるとありが

たいのですが。論点はどの辺にございます

でしょうか。 

 

○松岡徹委員 今言うたとおり。要するに、

この県議会決議、そして県議会決議を上げ

る国会決議に照らしてみて、いわば除外ま

たは再協議の対象とする、段階的な関税撤

廃も含めないと、こういうのに照らして、

実際はそうなってないんじゃないかという

ことを聞いているわけですよ。難しいこと

じゃない。 

 

○錦織企画振興部長 今御指摘いただいた

のは、自民党の決議文と、それから県議会

の要請文ということでよろしゅうございま

すか。 

 

○松岡徹委員 これは自民党のがもとにな

っているわけ、これはですね。 

 

○錦織企画振興部長 私ども熊本県といた

しましては、別途蒲島知事の名で要望書を

提出しておりまして、この中では、政府へ

の要望は、農林業者が抱いている強い不安

を取り除くためにも、将来ビジョンを明確

にして、その対策や財源を早急に示してい

ただきたいという点と、それから、国民に

対する情報提供に努めるとともに、農業県

を含め、不安の大きい地方の意見を十分に

配慮していただきたいという２点について、

日ごろより陳情申し上げておるところでご

ざいます。 

 私ども執行部といたしましては、この要

望書に基づいて国に対して望んでおるわけ

でございますが、県議会の意見書につきま

しては、県議会の中で自立的にお決めいた

だいているということでございますので、

私ども執行部としてコメントする立場には

ないと、このように考えております。 

 

○松岡徹委員 それで、県議会のいわば審

査の確度を言っているわけですよ。県議会

としてはこういう決議をしたわけだから、

それについて執行部としては説明をしてほ

しいということですたいね。おかしくはな

いでしょう。県議会は決議をしたので、こ

ういう確度に照らして、それはまた国会で

決議されているわけだから、その中身に照

らして、実際の交渉の中身はどうですかと

いうことを聞いているわけですよ。知事が

同行したというなら、それならわかってい

ることで……(発言する者あり) 

 

○錦織企画振興部長 今までも御説明して

おりますとおり、交渉の中身については、

政府の中で守秘協定に基づいて情報管理が

されておりますので、私どもその中身は全

くわからないものですから、県の執行部と
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してどうこうと申し上げられる情報もござ

いませんし、恐縮でございますが、そのあ

たりについてはコメントのいたしようがな

いというのが現実でございます。 

 

○松岡徹委員 だから、さっきもあったけ

れども、いわば安心だとかというものでは

全くないわけですよ。わからないわけでし

ょう。 

 それで、例えばさっきわからないと言っ

たけれども、甘利大臣の方程式の話が出た

けれども、甘利大臣の方程式はどういう中

身かというと、いわば交渉担当の渋谷とい

う内閣審議官が言っているのは、第１点は、

途中段階も含めた具体的な関税率、２点目

は、関税を引き下げる期限と方法、３番目

が、輸入が一定量を超えた際にかけるセー

フガード、こういうふうなことを方程式と

言っているわけであって、こういうのは明

らかになっているわけだ、いわば報道で。

こういうのを報告して、だから、今の日米

交渉のあるいはＴＰＰ交渉の中身というの

は、県議会で決議した中身とか、それの前

提になっている国会決議に照らしてみると、

非常に、いわば望ましくない中身になって

いるということじゃないですか。そんなの

もわからないわけ。明らかになっているじ

ゃないですか。 

 

○錦織企画振興部長 方程式の中身でござ

いますが、恐らくおっしゃられているのは、

１つには、ステージングと一般に言われる

関税率を、一定の期間の中で機械的に下げ

ていくというプロセスと、それから、いわ

ゆるセーフガードと呼ばれる、緊急時、要

するに急激に輸入量がふえたり、輸入価格

が下がったりしたときに輸入量を制限する

というシステムをどう組み込むかと、そし

て最後に、関税率そのものを最終的にどう

設定するかと、この３つの組み合わせで今

議論がなされているというふうに報道でも

なされておりますけれども、その具体的な

制度設計の中身については、私どもに対し

ても説明は行われておりませんので、その

評価につきましては、私どもでは現時点で

は全くできないというのが事実でございま

す。 

 

○松岡徹委員 だから、まさに方程式とい

う形でいわばぼかしているけれども、あな

たは順序を逆に言ったけれども、報道され

ているのは、僕が言ったとおり、１、２、

３になっているわけだ。まさに、その関税

の率、関税を引き下げた場合の、段階的に

する場合の問題とか、そしてセーフガード

と、これらをセットにして方程式と甘利大

臣は言っているわけで、それは県議会の決

議、それから国会の決議に照らして違う中

身じゃないですか、率直に言って。関税の

引き下げとか、段階的な引き下げというの

は、そういうのはやらないというのが国会

決議だし、いわばそれを求めるというのが

県議会の決議でしょうが。読めばわかるじ

ゃないですか。そうじゃないですか。何を

言っているんですか。 

 

○錦織企画振興部長 いずれにしましても、

それがどの程度の水準のものなのか、私ど

もは知らされておりませんので、果たして

それが重要５品目と呼ばれる日本の農産品

の産業界にどの程度の影響を与えるものか

というのが私ども把握できておりませんの

で、それが県議会様あるいは県がお願いし

ているところの要望書の内容に沿ったもの

であるかどうかの評価もできないというの

が私どもの理解でございます。 
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○松岡徹委員 要するに、わからぬこと自

体がこのＴＰＰ交渉自体のまた本質的な問

題でもあるんだけれども、それはまたとし

て、今確認すると、細かいことはわからな

いけれども、関税率の引き下げとか、段階

的な引き下げということを含んでいること

については、いわば県議会決議は国会決議

に照らしては沿わないものだということは

わかるでしょう。 

 

○早川英明委員長 部長、今委員が言われ

よっとは――ただ、今執行部が私たちにこ

の場で説明をされるのは、報道といっても、

その報道そのものが正確か何かはわからぬ、

本当に政府が今伝えとっとではないという

ことでしょう。 

 

○小原企画課長 先ほどの方程式の中身に

ついては、今委員長がおっしゃられました、

新聞報道と国の説明との両方ございますが、

先ほど冒頭私が説明したのは、全て――最

後の部分のオバマ大統領の話以外は、全部

国の、政府の説明でございます。したがい

まして、セーフガード、関税等の方程式の

話がありましたけれども、それから先の中

身の話までは聞いておりません。 

 先ほどの国会決議、それから自民党の決

議ということでございますが、それに関し

ては、それが合致しているのか、合致して

ないかというのは、決議した側の方々が判

断されるものであって、我々としてそれを

判断できる立場にはないというふうには思

っております。 

 

○松岡徹委員 よそごとのごて。要するに、

熊本県議会で決議をして、３月に。国会決

議に照らして、ちゃんとしてくれと決議し

たわけですよ。政府のことじゃないんです

よ。熊本県議会が、いわば自民党から共産

党まで全会一致で賛成して決議した意見書

なんですよ。これに照らして、実際の交渉

はそうじゃないんですかと、これに抵触す

る中身じゃないんですかと聞いておるのが、

何が政府の話になりますか。政府の話じゃ

ないでしょうが。県議会で決議したことだ

から。 

 

○錦織企画振興部長 繰り返しになります

が、県議会で決議されました意見書につい

ては、私ども執行部が、それを当てはまる、

当てはまらないという評価をする立場には

ないということを明確にさせていただきま

す。 

 

○松岡徹委員 県議会と執行部はどういう

関係にあるんですか。県議会は、執行部の

ことについて聞いたり、ただしたりする関

係でしょう。チェック・アンド・バランス

ですよ。だから、県議会の特別委員会で、

まさにＴＰＰの特別委員会で、ＴＰＰ問題

について全会一致で決議した内容に照らし

て聞くことに対して、執行部があずかり知

らぬという問題じゃないでしょう。何を言

っているんですか。 

 

○錦織企画振興部長 済みません、もう一

度ちょっと議論の整理をさせていただきた

いと思いますが…… 

 

○松岡徹委員 議論の整理じゃなく、僕が

言っていることに答えて…… 

 

○錦織企画振興部長 大前提として、県議

会様のほうで策定された意見書については、

その要望内容が実際に政府が行っているこ
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とと整合性があるのかないかということは、

これは要望される方が判断すべきことだと

一義的に考えておりまして、その次のステ

ップがございまして、じゃあ仮にその評価

を誰かができるとしても、第三者がそれを

評価できるとしても、実際にじゃあ、政府

が実際に行った措置が具体的に何なのかわ

からない状態で、それが当てはまっている

か、当てはまってないかはわからないとい

う２つの問題があります。 

 そもそも今の段階では、県議会様が出さ

れた意見書を県執行部としては評価する立

場にないという段階で既にとまってしまっ

ているので、もう全ての議論はそこに尽き

ているということだと思っております。 

 

○松岡徹委員 要するに、県議会で決議を

した、そして、その後特別委員会が開かれ

ている、それに対する執行部の報告は、そ

れにかみ合った報告じゃなかったから、県

議会の決議について執行部に私が伺ってい

る、それに対するリアクションが、回答が

あって当然だと私は思いますが、もうこれ

だけ言っとってもしようがないから、私は、

そのことを指摘しておきたいと思います。 

 

○松田三郎委員 先ほど城下委員おっしゃ

った御指摘というのは、非常に重要な点が

あるかと思います。 

 そもそも、これは身もふたもないような

話してもしようがないでしょうけれども、

最終ページの今回の26日開催予定のですね。

先ほどの議論のように、中身とか情報とか

いっても、皆さんのせいじゃなくて、これ

はもうわからないとか、出しようがないと

いうのは、これは決して県職員の方のせい

ではなくて、この協定の性質であるとか、

あるいは相手があっての交渉事の性質から

当然そういう制約があるんでしょうから、

なかなか皆さんに、これはけしからぬ、い

っちょん調べとらぬな、わからぬなと言う

つもりはございません。 

 じゃあ、国の関係の方でわかるのかと。

この資料の箱の中ですね。県内関係団体や

県民等に対する情報提供と、これが１つ、

それと、地方の意見を伝える場と、大きく

２つのこの開催の趣旨、目的があるんでし

ょうけれども、この委員会での議論を通し

て、情報提供といっても大体想像がつくレ

ベルでございまして、例えば地方の意見を

伝えるといっても、先ほど鬼海委員もおっ

しゃったように、例えば我々もある意味で

その中身については――無力感という言葉

を使われましたけれども、それもあるよう

に、例えばいろいろ伝えたからといって、

じゃあその交渉担当官とか担当大臣が、そ

れを全て引き受けて、その方向でできるか

というと、やっぱり交渉事でしょうから、

なかなか我々が言ったのが伝わるのかなと

いうのは、まあ逆に伝わらないんだろうと

いうような意味でのある意味では無力感と

かがあるので――私は行きますよ。この勉

強会には行きますけれども、こういう感じ

で内閣から来られて、恐らくいろいろな質

問をしても、いや、それはわかりませんと

か、言えませんとかという、自分の一方的

な説明に終始するんだろうと思います。 

 参考までに、昨年ですか、九州の県議会

の勉強会に、あるシンクタンクの方が講師

で、ある意味で、立場は別として、ある程

度わかりやすい、踏み込んだ話をなさいま

した。この方は農林省の出身で、当時、ガ

ット・ウルグアイ・ラウンドの交渉官の一

人であったと。今民間のシンクタンクに行

かれて――農林省出身だから、どっちかと

いうと慎重派かなと思ったら、これはどん
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どん加入していかなきゃならない、まあ立

場が変わられたからかもしれませんけれど

も、そういうお立場で過去の交渉の経緯と

かをお話になりました。 

 ぜひ今度機会がありましたら、そういう、

何というか、ごりごりの推進派とごりごり

の反対派、これは別に国家公務員じゃなく

て、ある程度無責任に、身軽に言える人の

バトルを聞かせていただいたほうが、県民

には、まあ多尐誤解も含めて伝わり方もあ

るかもしれませんが、より興味を持ってい

ただくとかあるいはイメージをしていただ

くには、これだけ限られた、超限られた情

報しかない中では、ひとつ関心を持ってい

ただくというので有益かなと思いますので

――私は、26日、行きますよ。行きますけ

れども、次回、機会がありましたらですね。 

 というのは、ここから城下先生の話にな

りますけれども、先ほども情報提供――要

望書の中に、知事も情報提供を可能な限り

してくれと、あるいは県民の不安を取り除

く、早田先生の御発言もありましたが、恐

らくある程度の県民の不安、いろいろなお

立場からの不安というのは、我々もある程

度把握しているつもりですし、皆さんも、

こういう立場、こういう分野の方はこうい

う心配とか懸念があるというのは、重々把

握していらっしゃるんだと思います。 

 ただ、冒頭言いましたように、それを

我々が言ったからといって、じゃあそのと

おりになるのかというのは非常に懐疑的で

ございますので、あるいはさっきも言いま

したように、情報提供ももうなかなか難し

いんだろうということであるならば、これ

はもうちょっと先、委員長、副委員長にお

願いですが、城下先生おっしゃったように、

ある程度先で形が見えてきた段階で、国会

においては批准の手続が必要でしょうし、

その場合は県選出の国会議員にいろいろ

我々が働きかけるという場も来るでしょう

し、その前にあるいはその前後して、行政

府としてもこういう締結をするあるいはし

たけれども、それによって被害をあるいは

受けられるような産業とか分野があるなら

ば、こういった支援とか取り組みをしてい

かなければ――極力影響がないようにとい

うところに大体我々の主眼も置きつつ――

まあ、だんだん先になると情報ももう尐し

出てくるのかもしれませんので、そういっ

たあり方について、我々も委員として尐し

ずつシフトをしていくという時期なのかな

と思っておりますので、どちらかというと

意見でございますが、何か小原課長ありま

したら。 

 

○小原企画課長 今回の説明会につきまし

ては、３月６日に都道府県向けの説明会が

あったんですが、そのときに政府のほうか

ら、ぜひ正しい情報を政府のほうから国民

の皆さんに御説明をしたいということで、

ぜひ地方で説明会を開催するのであれば、

政府の内閣府のほうから担当官が参るから

ということで始まったものでございます。 

 これまでにも、九州では、佐賀を初め、

宮崎、鹿児島でやってございます。今回、

26日、やっと私どもも担当官が来られる都

合がつきましたので、基本的には現在の状

況を御説明していただくと。 

 また、冒頭早田委員のほうからございま

したけれども、県民のいろんな意見がある

んじゃないかということでございますので、

今回は参加する方々に事前に質問書もとっ

て、どういう不安をお持ちなのか、どんな

ことを知りたいのかということを事前に担

当官のほうにお渡しして、それを踏まえて

当日は御説明をしていただこうというふう
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に考えている次第でございます。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 じゃあ、ある程度質問に

――１問１答じゃないでしょうけれども、

ある程度答えられることも期待できるかな。 

 

○小原企画課長 その質問の中身、それか

ら量にもよると思います。 

 

○早川英明委員長 ほかにございませんか。 

 

○早田順一委員 今の松田先生のお話なん

ですけれども、徐々に数字的なものがだん

だんだんだん明らかになってくるときに、

今意見をいろいろ前もって聞くということ

を言われました。錦織部長も、将来的にそ

ういうアンケートをとりたいという、将来

的にと言われましたけれども、やはりこれ

から数字がだんだん見えてくる中で、各種

団体とか、我々も、近くの人には説明がで

きると思うんですけれども、なかなか全部

の不安に対してはやっぱりできないと思う

んですよね。 

 だから、将来的じゃなくて、近い将来に

窓口でもつくっていただいて、県民からこ

ういう問い合わせとか、そういう窓口とい

うのがこれから必要になってくるんじゃな

いかなと思いますけれども、今そういう体

制にはなってないですかね。 

 

○小原企画課長 はい、そのような体制は

今のところとってございません。 

 

○早田順一委員 だから、今後数字的にど

んどんどんどん現状が明らかになってくる

段階において、そういう窓口も私は必要じ

ゃないかなと思いますので、その点は御検

討いただきたいと思います。 

 

○早川英明委員長 ほかにございませんか。 

 

○松岡徹委員 じゃあ、最後にちょっと要

望。 

 蒲島知事もよく言われるけれども、執行

部と県議会の連携といいますか、私に言わ

せれば、緊張度を含んだ適切な関係といい

ますか、県議会と執行部の。先ほどの私の

問いかけに対する部長の答弁は、全てかみ

合ってなかったなというふうに思っており

ますが、部長がきょう述べられた最後に、

執行部としても、県議会の皆様と連携をし

ながら精いっぱい頑張りたいと思っており

ますので、先生方の御指導のほどよろしく

お願いしますと申し上げておられますけれ

ども、こういうような点も踏まえて、県議

会と執行部の緊張度も含んだ適切な関係を

このＴＰＰの特別委員会で運営していただ

ければと、要望しておきます。 

 以上です。 

 

○早川英明委員長 よろしくお願いします。 

 それでは、ほかにございませんか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○早川英明委員長 なければ、質疑はこれ

で終了したいと思います。 

 次に、閉会中の継続審査についてお諮り

いたします。 

 本委員会に付託された調査事件につきま

しては、審査未了のために、次期定例会ま

で本委員会を存続し審査する旨、議長に申

し出ることとしてよろしゅうございますか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○早川英明委員長 それでは、そのように

させていただきます。 

 その他について、何かございませんね。 



第７回 熊本県議会 ＴＰＰ対策特別委員会会議記録（平成26年６月23日） 

 - 19 - 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○早川英明委員長 なければ、これをもち

まして本日の委員会を閉会いたします。 

 ありがとうございました。 

  午後２時34分閉会 
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